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～ワーク・シフトの具体化へ

2020年金融機関の組織・人事を占う

2019年はコスト構造改革とDX・デジタル人材育成が各社で進められた。

働き方改革の流れは、RPA*導入からさらに踏み込んだコスト削減・構造改革
へとつながり、各金融機関では今後のサステナブルな成長に向けて必要な職
種と要員数を見極め、採用の見直しや既存社員のリスキル・リソースシフト
を進める必要性が明確となってきている。

2020年は構造改革が進み、新たな人材・組織の強化と活用の動きが加速す
ることが考えられる。従業員一人ひとりの役割の変化や体制への影響を受け
て各社が取り組むべきことについて、考察とアプローチを解説したい。

*RPA= Robotics Process Automation堆　俊介
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2015年頃の働き方改革は、労働時間短
縮・規制が主な取組みであった。具体的
な効率化施策は伴わない掛け声や一斉消
灯などの意識変革・制度改定に留まるこ
とも多く、現場努力の限界から、作業の
積み残し、持ち帰り仕事の増加、管理職
の負担増などにつながっていた。

2017年頃からはRPA導入をはじめとした
デジタル・クラウド技術の活用によっ
て、効率化や生産性向上が進み、個々人
の作業効率・負荷軽減の観点では一定の
成果がみられた。

2018 年頃から金融機関は店舗削減、
サービスの見直しなどをはじめとしたコ
スト構造改革に踏み込み、採用抑制も進
められた。一方で、効率化や生産性向上
により創出される人材や時間をどこにシ
フトするか、誰をどうリスキルするのか
が課題となった。

さて、2020年はどうなるか。

働き方改革は、生産性向上から
ワーク・シフトへ

働き方改革によって創出された時間や人
材の活用先は、目下のところ各部署内で
の企画・付加価値作業への時間増加と、
事務部門・本社機能からフロント・営業
部門へ人材シフトさせる動きが中心で
ある。

既存ビジネスへの時間・要員数増加は
ROIの見込みが立ちやすい一方で、将来
に向けた高度化や価値向上のためのDX

案件への投資や時間・人材のシフトは金
融機関全体からするとまだ限定的な動き
である。

本来デジタル化は既存ビジネスの技術的
な置き換えだけに留まらず、顧客への提
供価値や収益モデルの変化など、本業の
本質的な変化におよぶものであり、新た
な成長の柱を作り、ビジネス転換を進め
る必要がある。（ビジネス・シフトの必
要性）

そのうえで人材は、既存の要員計画の重
心移動ではなく、ビジネス・シフト後の
新たなビジネス像を踏まえて、必要な人
材を逆算して定義したうえで、人材ポー
トフォリオを算出して、リスキルと再配
置を進めることが必要である。（リソー
ス・シフトの必要性）

さらに新たなビジネスと、リスキルされ
た人材を活用していくには、組織の成果
や仕事の進め方、一人ひとりの役割の変
化、権限移譲・スピード化など、仕事の
仕方や行動様式の進化を伴うことが必要
である。（ワーク・シフトの必要性）

2020年の働き方改革は、新しいビジネ
ス、人材ポートフォリオ、仕事の仕方を
統合し、ワーク・シフトとして推進する
ことで、従業員が自身や会社の将来に期
待を持って、変化や成果を感じ始める段
階に至ると考えている。

リスキルによる専門性の罠

ワーク・シフトの推進には、４つの課題
が考えられる。「A_既存ビジネスの整
理 」 、 「 B _ 付 加 価 値 業 務 の 創 出 」 、
「C_各社にあった移行方法」、「D_専
門性の罠」である。

AとBは、ビッグバン的に一度で変わる
ものではなく、変革サイクルを回すガバ
ナンス体制、促進させるCoE*やテクノ
ロジーチーム、可視化の仕組みを用意す
る必要がある。（CoE=Center of Expertise）

Cは、各社のビジネス状況、ステークホ
ルダー、人材を踏まえ、推進単位、準備
からフォローまでのアプローチや日程を
考慮し、求める人材と再配置可能な人材
のスキルギャップ、需給発生タイミング
のギャップ、地方・拠点のギャップなど
を回避する必要がある。

さらに考慮しておかなければならないの
が、Dの専門性の罠である。

リスキルの必要性はAIやロボットの理
解・導入が進む中で認知度が上がり、各
社の構造改革や人材施策が進むことで、
社員も自身のキャリアとリスキルを意識
するようになってきた。

だが、そもそも既存社員全員をリスキル
できるのか、本当に必要なスキルを持て
るのは誰なのかを見極める必要がある。

全員にリスキルの機会を与えても一律に
求めるレベルまで育つことは難しい。デ
ジタル人材は論理思考やコミュニケー
ション力などの社会人偏差値の高さによ
らず、資質や経験などが影響すると考え
ている。

デジタル化により過去の知見やデータを
蓄積し、業務が高度化する一方で、人に
よる技能や努力で結果が変わる領域は
絞られ、多くの領域は担当者に関わらず
一定の精度・品質が出るようになりつつ
ある。

一方で事業やサービスが変遷してしまう
ほどのインパクトがある人材候補となる
と少数に限られる。こうした候補にリス
キルや重要案件を任せるなど機会を集中
投下し、周囲で補助的役割を担う人材は
役割に応じたスキルに特化し育成するこ
とが効果的である。

さらにデジタル時代は学び続けることが
必要になる。知識や技術のアップデート
に加え、適性あるスキルを軸足に次の成
長領域を探して広げ続ける必要がある。
異なるスキルの人材と経験と新たな知識
を掛け合わせていくことも学びとなり、
チーム全体としてレアなスキル・組織に
なっていくのである。

専門性の罠は、機会均等を前提にせず適
性ある対象者へ集中投下、一過性に終わ
らない人材投資・育成の継続など、これ
までと違う考え方で臨まないと陥るもの
であり、留意が必要である。

エクスペリエンス重視の人事部へ

リスキルを進めていくと、スキルアップ
した従業員は他社・他業界でも通用す
るキャリアとなるため、転職の懸念が高
まる。

既に人事制度や処遇の見直しに着手して
いる金融機関もあるが、報酬や職位など
の処遇改善は自社への失望を回避できて
も、外部との競争においては魅力あるや
りたい仕事や面白い仕事を創るリーダー
などが重要となる。従業員のエクスペリ
エンス設計を考慮することが必要である。

例えば執務環境（ワークプレイス）は、
在宅勤務など多様な働き方を許容するだ
けでなく、可視化による従業員毎の潜在
ニーズを見極め、暗示的な促しや導きに
よって、成果や成長をもたらすエクスペ
リエンス向上が期待できる。

評価も公正な利益配分ルールから、個々
人の志向やタイプを考慮した不安や自信
を後押しするFBにより、ロイヤリティ
につながる期待がもてる。

エンタープライズ・アジリティ

スキルやエクスペリエンスを高めた人材
の所属先や活躍の場には、よりアジリ
ティを高めた組織が求められる。

働き方改革により本社業務は効率化され
てきたが、迅速な意思決定には執行と管
理の分離、データの活用、意思決定者の
集約といった組織のスリム化に取り組む
ことが必要である。

サステナブルな成長にはピボット・シフ
トによる連続した変化が必要であり、事
業部トップは既存事業の代表ではなく、
事業部間にわたるビジョン策定・情報把

握・調整・実行のできる横断人材が執行
することで、本社の意思決定に応じた機
動的な変化に備えることができる。

本社は意思決定する責任者のみを残し、
変革力（チェンジ・ケイパビリティ）を
指標に加える。従来の経営管理を行うオ
ペレーション機能、及びCoE（変革の実
行する機能）は別組織として置く。

各事業部が柔軟に動ける制度や権限委
譲、機動性を重視したカルチャーやシス
テム等の整備も求められる。特にKPIは
結果よりプロセスを重視することで、機
動性・主体性が期待できる。

小さな本社と事業部が一体となってアジ
リティの高い組織が整備されることで、
2020年からの各金融機関の動きはさら
にスピードを上げると考えている。
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図表1

2015年頃の働き方改革は、労働時間短
縮・規制が主な取組みであった。具体的
な効率化施策は伴わない掛け声や一斉消
灯などの意識変革・制度改定に留まるこ
とも多く、現場努力の限界から、作業の
積み残し、持ち帰り仕事の増加、管理職
の負担増などにつながっていた。

2017年頃からはRPA導入をはじめとした
デジタル・クラウド技術の活用によっ
て、効率化や生産性向上が進み、個々人
の作業効率・負荷軽減の観点では一定の
成果がみられた。

2018 年頃から金融機関は店舗削減、
サービスの見直しなどをはじめとしたコ
スト構造改革に踏み込み、採用抑制も進
められた。一方で、効率化や生産性向上
により創出される人材や時間をどこにシ
フトするか、誰をどうリスキルするのか
が課題となった。

さて、2020年はどうなるか。

働き方改革は、生産性向上から
ワーク・シフトへ

働き方改革によって創出された時間や人
材の活用先は、目下のところ各部署内で
の企画・付加価値作業への時間増加と、
事務部門・本社機能からフロント・営業
部門へ人材シフトさせる動きが中心で
ある。

既存ビジネスへの時間・要員数増加は
ROIの見込みが立ちやすい一方で、将来
に向けた高度化や価値向上のためのDX

案件への投資や時間・人材のシフトは金
融機関全体からするとまだ限定的な動き
である。

本来デジタル化は既存ビジネスの技術的
な置き換えだけに留まらず、顧客への提
供価値や収益モデルの変化など、本業の
本質的な変化におよぶものであり、新た
な成長の柱を作り、ビジネス転換を進め
る必要がある。（ビジネス・シフトの必
要性）

そのうえで人材は、既存の要員計画の重
心移動ではなく、ビジネス・シフト後の
新たなビジネス像を踏まえて、必要な人
材を逆算して定義したうえで、人材ポー
トフォリオを算出して、リスキルと再配
置を進めることが必要である。（リソー
ス・シフトの必要性）

さらに新たなビジネスと、リスキルされ
た人材を活用していくには、組織の成果
や仕事の進め方、一人ひとりの役割の変
化、権限移譲・スピード化など、仕事の
仕方や行動様式の進化を伴うことが必要
である。（ワーク・シフトの必要性）

2020年の働き方改革は、新しいビジネ
ス、人材ポートフォリオ、仕事の仕方を
統合し、ワーク・シフトとして推進する
ことで、従業員が自身や会社の将来に期
待を持って、変化や成果を感じ始める段
階に至ると考えている。

リスキルによる専門性の罠

ワーク・シフトの推進には、４つの課題
が考えられる。「A_既存ビジネスの整
理 」 、 「 B _ 付 加 価 値 業 務 の 創 出 」 、
「C_各社にあった移行方法」、「D_専
門性の罠」である。

AとBは、ビッグバン的に一度で変わる
ものではなく、変革サイクルを回すガバ
ナンス体制、促進させるCoE*やテクノ
ロジーチーム、可視化の仕組みを用意す
る必要がある。（CoE=Center of Expertise）

Cは、各社のビジネス状況、ステークホ
ルダー、人材を踏まえ、推進単位、準備
からフォローまでのアプローチや日程を
考慮し、求める人材と再配置可能な人材
のスキルギャップ、需給発生タイミング
のギャップ、地方・拠点のギャップなど
を回避する必要がある。

さらに考慮しておかなければならないの
が、Dの専門性の罠である。

リスキルの必要性はAIやロボットの理
解・導入が進む中で認知度が上がり、各
社の構造改革や人材施策が進むことで、
社員も自身のキャリアとリスキルを意識
するようになってきた。

だが、そもそも既存社員全員をリスキル
できるのか、本当に必要なスキルを持て
るのは誰なのかを見極める必要がある。

全員にリスキルの機会を与えても一律に
求めるレベルまで育つことは難しい。デ
ジタル人材は論理思考やコミュニケー
ション力などの社会人偏差値の高さによ
らず、資質や経験などが影響すると考え
ている。

デジタル化により過去の知見やデータを
蓄積し、業務が高度化する一方で、人に
よる技能や努力で結果が変わる領域は
絞られ、多くの領域は担当者に関わらず
一定の精度・品質が出るようになりつつ
ある。

一方で事業やサービスが変遷してしまう
ほどのインパクトがある人材候補となる
と少数に限られる。こうした候補にリス
キルや重要案件を任せるなど機会を集中
投下し、周囲で補助的役割を担う人材は
役割に応じたスキルに特化し育成するこ
とが効果的である。

さらにデジタル時代は学び続けることが
必要になる。知識や技術のアップデート
に加え、適性あるスキルを軸足に次の成
長領域を探して広げ続ける必要がある。
異なるスキルの人材と経験と新たな知識
を掛け合わせていくことも学びとなり、
チーム全体としてレアなスキル・組織に
なっていくのである。

専門性の罠は、機会均等を前提にせず適
性ある対象者へ集中投下、一過性に終わ
らない人材投資・育成の継続など、これ
までと違う考え方で臨まないと陥るもの
であり、留意が必要である。

エクスペリエンス重視の人事部へ

リスキルを進めていくと、スキルアップ
した従業員は他社・他業界でも通用す
るキャリアとなるため、転職の懸念が高
まる。

既に人事制度や処遇の見直しに着手して
いる金融機関もあるが、報酬や職位など
の処遇改善は自社への失望を回避できて
も、外部との競争においては魅力あるや
りたい仕事や面白い仕事を創るリーダー
などが重要となる。従業員のエクスペリ
エンス設計を考慮することが必要である。

例えば執務環境（ワークプレイス）は、
在宅勤務など多様な働き方を許容するだ
けでなく、可視化による従業員毎の潜在
ニーズを見極め、暗示的な促しや導きに
よって、成果や成長をもたらすエクスペ
リエンス向上が期待できる。

評価も公正な利益配分ルールから、個々
人の志向やタイプを考慮した不安や自信
を後押しするFBにより、ロイヤリティ
につながる期待がもてる。

エンタープライズ・アジリティ

スキルやエクスペリエンスを高めた人材
の所属先や活躍の場には、よりアジリ
ティを高めた組織が求められる。

働き方改革により本社業務は効率化され
てきたが、迅速な意思決定には執行と管
理の分離、データの活用、意思決定者の
集約といった組織のスリム化に取り組む
ことが必要である。

サステナブルな成長にはピボット・シフ
トによる連続した変化が必要であり、事
業部トップは既存事業の代表ではなく、
事業部間にわたるビジョン策定・情報把

握・調整・実行のできる横断人材が執行
することで、本社の意思決定に応じた機
動的な変化に備えることができる。

本社は意思決定する責任者のみを残し、
変革力（チェンジ・ケイパビリティ）を
指標に加える。従来の経営管理を行うオ
ペレーション機能、及びCoE（変革の実
行する機能）は別組織として置く。

各事業部が柔軟に動ける制度や権限委
譲、機動性を重視したカルチャーやシス
テム等の整備も求められる。特にKPIは
結果よりプロセスを重視することで、機
動性・主体性が期待できる。

小さな本社と事業部が一体となってアジ
リティの高い組織が整備されることで、
2020年からの各金融機関の動きはさら
にスピードを上げると考えている。

·投下する量（労働時間）を削減 · デジタルツール（RPA等）の活用やBPR
により、少ない時間で多くの成果を創出
する生産性を最大化

· 提供価値そのものを再定義（ビジネス・
シフト）

· 創出すべき価値から逆算して必要人材を
再定義・教育（リソース・シフト）

· 価 値 を 生 む た め の プ ロ セ ス や 働 き 方
（ワーク）を再定義（ワーク・シフト）

2015年頃～ 2017年頃～ 2020年～

①労働時間短縮 ②生産性向上 ③ワーク・シフト

生
産
性

生
産
性

生
産
性

付
加
価
値

時間 時間 時間

分子（成果）　
分母（時間）↓

分子（成果）↑
分母（時間）　

分子（成果）↑
分母（時間）↑

分子（成果）↓
分母（時間）↓

規制による
時間の削減

短時間でも
高生産性により
成果増

より価値の高い
新たなビジネスの
推進

既存ビジネスの
整理

1

2

3

3

課題B

課題D

課題C

課題A
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図表2

2015年頃の働き方改革は、労働時間短
縮・規制が主な取組みであった。具体的
な効率化施策は伴わない掛け声や一斉消
灯などの意識変革・制度改定に留まるこ
とも多く、現場努力の限界から、作業の
積み残し、持ち帰り仕事の増加、管理職
の負担増などにつながっていた。

2017年頃からはRPA導入をはじめとした
デジタル・クラウド技術の活用によっ
て、効率化や生産性向上が進み、個々人
の作業効率・負荷軽減の観点では一定の
成果がみられた。

2018 年頃から金融機関は店舗削減、
サービスの見直しなどをはじめとしたコ
スト構造改革に踏み込み、採用抑制も進
められた。一方で、効率化や生産性向上
により創出される人材や時間をどこにシ
フトするか、誰をどうリスキルするのか
が課題となった。

さて、2020年はどうなるか。

働き方改革は、生産性向上から
ワーク・シフトへ

働き方改革によって創出された時間や人
材の活用先は、目下のところ各部署内で
の企画・付加価値作業への時間増加と、
事務部門・本社機能からフロント・営業
部門へ人材シフトさせる動きが中心で
ある。

既存ビジネスへの時間・要員数増加は
ROIの見込みが立ちやすい一方で、将来
に向けた高度化や価値向上のためのDX

案件への投資や時間・人材のシフトは金
融機関全体からするとまだ限定的な動き
である。

本来デジタル化は既存ビジネスの技術的
な置き換えだけに留まらず、顧客への提
供価値や収益モデルの変化など、本業の
本質的な変化におよぶものであり、新た
な成長の柱を作り、ビジネス転換を進め
る必要がある。（ビジネス・シフトの必
要性）

そのうえで人材は、既存の要員計画の重
心移動ではなく、ビジネス・シフト後の
新たなビジネス像を踏まえて、必要な人
材を逆算して定義したうえで、人材ポー
トフォリオを算出して、リスキルと再配
置を進めることが必要である。（リソー
ス・シフトの必要性）

さらに新たなビジネスと、リスキルされ
た人材を活用していくには、組織の成果
や仕事の進め方、一人ひとりの役割の変
化、権限移譲・スピード化など、仕事の
仕方や行動様式の進化を伴うことが必要
である。（ワーク・シフトの必要性）

2020年の働き方改革は、新しいビジネ
ス、人材ポートフォリオ、仕事の仕方を
統合し、ワーク・シフトとして推進する
ことで、従業員が自身や会社の将来に期
待を持って、変化や成果を感じ始める段
階に至ると考えている。

リスキルによる専門性の罠

ワーク・シフトの推進には、４つの課題
が考えられる。「A_既存ビジネスの整
理 」 、 「 B _ 付 加 価 値 業 務 の 創 出 」 、
「C_各社にあった移行方法」、「D_専
門性の罠」である。

AとBは、ビッグバン的に一度で変わる
ものではなく、変革サイクルを回すガバ
ナンス体制、促進させるCoE*やテクノ
ロジーチーム、可視化の仕組みを用意す
る必要がある。（CoE=Center of Expertise）

Cは、各社のビジネス状況、ステークホ
ルダー、人材を踏まえ、推進単位、準備
からフォローまでのアプローチや日程を
考慮し、求める人材と再配置可能な人材
のスキルギャップ、需給発生タイミング
のギャップ、地方・拠点のギャップなど
を回避する必要がある。

さらに考慮しておかなければならないの
が、Dの専門性の罠である。

リスキルの必要性はAIやロボットの理
解・導入が進む中で認知度が上がり、各
社の構造改革や人材施策が進むことで、
社員も自身のキャリアとリスキルを意識
するようになってきた。

だが、そもそも既存社員全員をリスキル
できるのか、本当に必要なスキルを持て
るのは誰なのかを見極める必要がある。

全員にリスキルの機会を与えても一律に
求めるレベルまで育つことは難しい。デ
ジタル人材は論理思考やコミュニケー
ション力などの社会人偏差値の高さによ
らず、資質や経験などが影響すると考え
ている。

デジタル化により過去の知見やデータを
蓄積し、業務が高度化する一方で、人に
よる技能や努力で結果が変わる領域は
絞られ、多くの領域は担当者に関わらず
一定の精度・品質が出るようになりつつ
ある。

一方で事業やサービスが変遷してしまう
ほどのインパクトがある人材候補となる
と少数に限られる。こうした候補にリス
キルや重要案件を任せるなど機会を集中
投下し、周囲で補助的役割を担う人材は
役割に応じたスキルに特化し育成するこ
とが効果的である。

さらにデジタル時代は学び続けることが
必要になる。知識や技術のアップデート
に加え、適性あるスキルを軸足に次の成
長領域を探して広げ続ける必要がある。
異なるスキルの人材と経験と新たな知識
を掛け合わせていくことも学びとなり、
チーム全体としてレアなスキル・組織に
なっていくのである。

専門性の罠は、機会均等を前提にせず適
性ある対象者へ集中投下、一過性に終わ
らない人材投資・育成の継続など、これ
までと違う考え方で臨まないと陥るもの
であり、留意が必要である。

エクスペリエンス重視の人事部へ

リスキルを進めていくと、スキルアップ
した従業員は他社・他業界でも通用す
るキャリアとなるため、転職の懸念が高
まる。

既に人事制度や処遇の見直しに着手して
いる金融機関もあるが、報酬や職位など
の処遇改善は自社への失望を回避できて
も、外部との競争においては魅力あるや
りたい仕事や面白い仕事を創るリーダー
などが重要となる。従業員のエクスペリ
エンス設計を考慮することが必要である。

例えば執務環境（ワークプレイス）は、
在宅勤務など多様な働き方を許容するだ
けでなく、可視化による従業員毎の潜在
ニーズを見極め、暗示的な促しや導きに
よって、成果や成長をもたらすエクスペ
リエンス向上が期待できる。

評価も公正な利益配分ルールから、個々
人の志向やタイプを考慮した不安や自信
を後押しするFBにより、ロイヤリティ
につながる期待がもてる。

エンタープライズ・アジリティ

スキルやエクスペリエンスを高めた人材
の所属先や活躍の場には、よりアジリ
ティを高めた組織が求められる。

働き方改革により本社業務は効率化され
てきたが、迅速な意思決定には執行と管
理の分離、データの活用、意思決定者の
集約といった組織のスリム化に取り組む
ことが必要である。

サステナブルな成長にはピボット・シフ
トによる連続した変化が必要であり、事
業部トップは既存事業の代表ではなく、
事業部間にわたるビジョン策定・情報把

握・調整・実行のできる横断人材が執行
することで、本社の意思決定に応じた機
動的な変化に備えることができる。

本社は意思決定する責任者のみを残し、
変革力（チェンジ・ケイパビリティ）を
指標に加える。従来の経営管理を行うオ
ペレーション機能、及びCoE（変革の実
行する機能）は別組織として置く。

各事業部が柔軟に動ける制度や権限委
譲、機動性を重視したカルチャーやシス
テム等の整備も求められる。特にKPIは
結果よりプロセスを重視することで、機
動性・主体性が期待できる。

小さな本社と事業部が一体となってアジ
リティの高い組織が整備されることで、
2020年からの各金融機関の動きはさら
にスピードを上げると考えている。

ENTERPRISE  AGILITY

小さい本社
（意思決定）本社オペレーション（管理・モニタリング

による意思決定支援） COE（変革の実行支援）

経営管理 財務管理 データや事例
調査・分析チーム

ソリューション
チーム人事管理

A事業部 B事業部 C事業部

制度・KPI

人材

カルチャー

品質

期待効果

市場投入の速さ

対応力の速さ

機会を活かす

先見性

・プロセスのKPI重視（コラボしたか、変革したか）
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